
特定災害復旧事業　稲
舟地区　地すべり対策
技術検討その3業務委
託事業　1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局土地改良技
術事務所長　佐々
木　一郎

石川県
金沢市
新神田
4-3-10

令和8年7月9日
一般財団法人日本水土総
合研究所
法人番号5010405010373

東京都
港区虎ノ
門1-21-
17

会計法第29条の3第4項
（企画競争）

- 6,534,000 6,534,000 100.0% - - - 1 0 - -

大和揚水機場の機能
保全に係る区分地上
権設定対価

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局信濃川水系
土地改良調査管
理事務所長　渡邊
史郎

新潟県
新潟市
中央区
川岸町1
丁目49
番地3

令和8年7月14日
学校法人国際大学　理事
長　國分　文也
法人番号2110005013133

新潟県
南魚沼
市国際
町777番
地

会計法第29条の3第4項
（用地補償契約）

公共事業の施
行に伴う権利
取得に関して
契約変更（更
新）を行うもの
であり、場所
及び契約相手
方が特定され
るため。

- - - - - - - - - -

国営水橋地区農業振
興支援（その3）業務

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局水橋農地整
備事業所長　竹山
健志

富山県
富山市
針原中
町311-1

令和8年7月14日
株式会社北日本新聞開発
センター
法人番号1230001000743

富山県
富山市
安住町2
番14号

会計法第29条の3第4項
（企画競争）

- 8,099,960 8,099,960 100.0% - - - 1 0 - -

別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が公
益法人
の場合
の記載
事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区
分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人



別紙様式５

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

名称 所在地

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文
（企画競争等）

契約の相手方の商号又は名称及び
住所

住所商号又は名称

契約を締結した日

競争性のない
随意契約によ
らざるを得な
い理由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合

再就職
の役員
の数
（※契約
の相手
方が公
益法人
の場合
の記載
事項）

提案者の
数

特別な競
争参加
資格
（※提案
者の数
が１の場
合の記
載事項）

備　　考

公益法
人の区
分

国認定、
都道府
県認定
の区分

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人

令和8年度Mブロック地
すべり対策技術検討業
務委託事業　1式

分任支出負担行
為担当官　北陸農
政局笹ヶ峰二期農
地保全事業所長
桶谷　恒

新潟県
妙高市
朝日町
1-10-3

令和8年7月16日
一般財団法人日本水土総
合研究所
法人番号5010405010373

東京都
港区虎ノ
門1丁目
21番17
号

会計法第29条の3第4項
（企画競争）

- 8,910,000 8,910,000 100.0% - - - 1 0 - -


